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要旨：本研究は，鉄筋コンクリート柱に関して損傷評価及び性能設計法の観点から，せん断

ひび割れ幅を指標とした損傷評価法を提案することを目的とした。せん断破壊先行型試験体

を対象に，せん断補強筋のひずみを指標として，せん断ひび割れ幅，部材せん断力の関係を

導き，せん断ひび割れ発生から最大耐力に至るまでの部材せん断力とせん断ひび割れ幅の関

係を予測できる評価法を提案した。曲げ降伏先行型せん断破壊試験体の実験を行い，曲げ降

伏後，材端付近に発生したせん断ひび割れは，塑性変形の影響より進展することを示した。 
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1. はじめに 

 鉄筋コンクリート（以下 RC）構造物が中規模

の外乱を経験した後の継続使用に対する構造性

能，耐久性を判断する上で損傷評価は必須であ

る。また，性能設計法においてはひび割れ幅な

ど損傷量の定量的な評価が必要である。本研究

では，これら両観点からせん断破壊先行型及び

曲げ降伏先行型せん断破壊 RC 造柱のせん断ひ

び割れの発生から最大耐力に至るまでのせん断

ひび割れ挙動を明らかにし，せん断ひび割れ幅

を指標とした損傷評価法を提案することを目的

とする。 

 

2. 損傷評価法  

2.1 せん断破壊先行型試験体 

 

 本研究室での損傷評価に関する既往の研究

(20031)，20042）年)のうち，せん断破壊先行型，

軸力 0 を対象試験体とする。試験体図(試験区間)

を図－1 に，試験体諸元及び実験結果を表－1 に

示す。対象試験体と 2005 年の試験体は同形であ

り，加力装置は文献 1）2）を参照されたい。 
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wσy：せん断補強筋降伏強度，σB：コンクリート圧縮強度，N：軸力，exQsc：せん断ひび割れ耐力実験値，exQsu：最大耐力実験値 

表－１ 試験体諸元及び実験結果 
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2.2 概略 

 図－2 に損傷評価法の概念図を示す。損傷評価

法は，せん断補強筋のひずみを指標に①補強筋

ひずみ－ひび割れ幅関係，②補強筋ひずみ－部

材せん断力関係の 2 つのプロセスに分けせん断

ひび割れ幅とせん断力の関係を導入する。 

 ひび割れ幅は，コンクリートの引張ひずみを

無視すると，ひび割れ幅の合計値が補強筋の伸

び量に等しいと考えられるため，ひび割れ幅合

計値ΣW´を損傷の指標とする。 

 部材せん断力は，Moehle ら 3）が提案した

Shear-Friction Model(図－3)を基本に圧縮部コン

クリートによる負担せん断力 Va を導入した。RC

造柱は①せん断補強筋 VH，②圧縮部コンクリー

ト Va，③骨材のかみ合い作用 Vct，Vcc，④主筋の

ダウエル作用 Vd によりせん断力に抵抗するとし

た。なお，ダウエル作用 Vd は対象としない。 

2.3 破壊面 

 Shear-Friction Model(図－3)での破壊面は，各サ

イクルにおいて最大ひび割れ幅を多数発生した

卓越した 1 本のせん断ひび割れと定義する。各

試験体の最大耐力時の破壊面角度θが 52～56°

(図－4)のため，平均値 53°で定義する。以降，

破壊面に関して検討を行う。 

2.4 ひび割れ幅－補強筋ひずみ関係 

 実験におけるひび割れ幅測定は，Digital Micro 

Scope(分解能 0.01[mm])を用い，ひび割れの長さ

方向に対して直交方向のひび割れ幅 W(図－5)を

計測した。ひずみゲージは，図－1 に示すよう 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補強筋 1 本に対し 3 枚，全補強筋に貼付した。 

 以下に示すひび割れ性状の傾向は，本研究範

囲に限るものである。 

1）せん断ひび割れ残留率 

 各試験体の除荷時ひび割れ幅合計値ΣW0´を

ピーク時ひび割れ幅合計値ΣWP´で除したのも

の平均値(平均残留率)を図－6 に示す。ひび割れ

幅合計値ΣW´とは，各測定位置の角度φで補正

したひび割れ幅 W´の合計値である。補強筋比

の増大に伴い若干小さくなる傾向が見られた。
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2）ひび割れ幅合計値－補強筋ひずみ関係 

 図－7 に各試験体の破壊面でのひび割れ幅合

計値ΣW´と補強筋ひずみ 3 枚(図－1)の平均ε

ave の関係を示す。破壊面におけるεave とΣW´

は良い相関を示している。図－8 にひび割れ幅合

計値を補強筋平均ひずみで除した係数と補強筋

比の関係を示す。ひび割れ幅合計値と補強筋平

均ひずみの関係は補強筋比による影響が小さい。 

3）ひび割れ幅合計値－最大ひび割れ幅関係 

 図－9 に各試験体のひび割れ幅合計値ΣW´

に対する補正後最大ひび割れ幅 W´maxの割合と

補強筋比の関係を示す。各試験体それぞれの関

係は文献 2）を参照されたい。補強筋比が高くな

るほど，最大ひび割れ幅の占める割合が小さく

なり，ひび割れの分散状況が分かる。 

2.5 部材せん断力－補強筋ひずみ関係 

1）補強筋負担せん断力 VH 

 VH は，ひび割れ発生後，破壊面を横切るせん

断補強筋が負担すると考え（式 1）で表わす。 

DbpEV wavesH ⋅⋅⋅⋅⋅= θε tan        ･･･(式 1) 

ここで， aveε :補強筋平均ひずみ,θ:破壊面角度 

Es：ヤング係数 

2）コンクリート負担せん断力 VC 

 コンクリート負担せん断力 VCは，圧縮部コン

クリートによる負担せん断力 Va と骨材のかみ合

いによる負担せん断力 Vi より算出する。 

2.1）圧縮部コンクリートによる負担せん断力 Va 

 ひび割れ発生以前は曲げ圧縮域コンクリート

を斜めに伝わる圧縮力 Va がせん断力に抵抗する。 

 Va が消滅する補強筋ひずみεau は，異なる力

学モデルであるが，終局強度指針 4)のトラス・ア

ーチ理論から Va をアーチ機構に置き換えて導く。

補強筋降伏応力を無限大と仮定し，トラス機構

より生じるコンクリート圧縮束力 cσt がコンク

リートの有効圧縮強度νσB に達した時を塑性

条件とし，補強筋ひずみεau を（式 2）で表す。

ここで，cotαはアーチ機構が生じる余地のある 

範囲として cotα=2 とした。ただし，εau は補強

筋降伏ひずみ wεｙ 以下とする。 

0=− tcB σνσ より 

)cot1( 2 α
νσ

ε
+⋅⋅

=
sw

B
au Ep

   ( )ywau εε ≤ ･･･(式 2) 

ここで， 200/7.0 Bσν −=  (σB：[N/mm2]) 
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図－９ ひび割れ幅合計値 

に対する最大ひび割れ幅 
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 Va の初期値は，ひび割れ発生以前であること

から，せん断ひび割れ強度で定義する。図－10

に靭性指針 5)のせん断ひび割れ強度計算値

calVsc(式 4)と実験値 exQscの比較を示す。精度良く

安全側で評価している。以上より，Va は補強筋

ひずみにより線形に低下するとし，(式 3)で表す。 











⋅

+⋅⋅
−⋅= ave

B

sw
sca

Ep
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κσσσλ /0
2 DbV TTsc ⋅





 ⋅+=  [N]   ･･･(式4) 

ここで， BT σσ 33.0=  [N/mm2]，λ：耐力係数，

σ0:作用軸応力，κ:断面形状係数(靭性指針 5)) 
 
 

 

 

 

 

 
 

2.2）骨材のかみ合いによる負担せん断力 Vi 

 ひび割れ面に沿ってせん断ずれを生じると，

ひび割れ平行方向及び直交方向に応力が伝達さ

れる(図－3)。破壊面に働く力 Vct 及び Vccは李・

前川のせん断ずれδとひび割れ幅 W の比率に支

配される応力伝達構成式 6）の簡略解(式 5)，(式

6)を使用した。Vct，Vcc は破壊面上であることか

ら，角度補正後の最大ひび割れ幅 W´max及び最

大せん断ずれδ´maxとする。Vi はこれら 2 つの

せん断力方向の複合力として(式 7)より求める。 

bDmVct ⋅








+
= 2

2

1 ψ
ψ

 [N]        ･･･(式 5) 

bDmVcc ⋅








+
−−= −

2
1

1
cot

2 ψ
ψ

ψπ
 [N] ･･･(式 6) 

ここで，m=3.83fc1/3 [N/mm2]， maxmax /W ′′= δψ  

θθ sincos ⋅−⋅= cccti VVV  [N]      ･･･(式 7) 

3）せん断ひび割れ幅 W とせん断ずれδ関係 

 既往の研究 1）2）では，せん断ずれδを計測し

ていない。岡村ら 7)は RC 梁の実験からひび割れ

幅 W とせん断ずれδの関係を線形(図－11)で表

している。線形では，W がある値に達するまで

δが生じず，かみ合い力 Vi が発生しないことか

ら，指数関数として(式 8)で提案する。(図－11) 
65.1)(82.0 W=δ  (角度補正前)    ･･･(式 8) 

 (式 8)を W´max－δ´max 関係にも適用できる

とし，また角度補正後を使用することから(式 9)

で表す。ここで，図－5の補正角度φは，破壊面

角度θ＝53°とした。 
65.1

maxmax )(71.0 W ′=′δ  (角度補正後)  ･･･(式 9) 

図－12 に(式 9)の関係に基づく Vi の応力を示す。 

2.6 部材せん断力 V 

 部材せん断力は(式 10)で表される。 

iaH VVVV ++=  [N]          ･･･(式 10) 

 実験値の部材，補強筋，コンクリート負担せ

ん断力をそれぞれ Q，QH，QCと，計算値は V，

VH，VC と表す。実験では荷重増加に伴い，曲げ

せん断，せん断ひび割れと破壊面角度θの変化

を確認しており，実験値 QH は(式 1)におけるθ

及びεave にサイクル毎の値を用い算出した。QC

は部材せん断力QよりQHを引いたものと考える。 
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 W´max の値によらず(式 9)を使用した場合，

計算値 VC は補強筋ひずみの増大に伴い実験値

QCを上回り，その傾向は補強筋比が高いほど顕

著であった。実験結果は補強筋比の高いほど

QC が減少すること，また補強筋比に関わらず，

W´max とδ´max に同一の式を使用したことが

実験値を上回る原因と考える。現状ではせん断

ずれのデータが乏しく，今後の課題である。そ

こで，図－13 に実験値 QCと計算値 VCが一致

するようW´maxに対するδ´maxを求めた関係

と(式 9)との比較を示す。補強筋比の最も高い

R-N-138試験体以外W´maxが0.5[mm]程度まで

概ね一致している。W´maxが 0.5[mm]に達した

時点でδ´max が進展しないと仮定し，図－12

に示すよう Vi を低下させることとした。図－

14 に仮定に基づく部材せん断力と補強筋平均

ひずみの実験値と計算値の比較を示す。各試験

体とも概ね評価できている。 

2.7 部材せん断力－ひび割れ幅合計値関係 

 図－15 に提案した損傷評価法よる部材せん

断力とひび割れ幅合計値の計算値と実験値の

比較を示す。各試験体とも概ね評価できている。 

 

3. 曲げ降伏先行型せん断破壊試験体 

 破壊形式の異なる RC 造柱に対して提案し

た評価法の妥当性・可能性を示すため，主筋降

伏強度のみを実験変数とした正負交番載荷実

験を行った。R-N-N94-S(以下，S 型)はせん断

破壊先行型，R-N-N94-B(以下，B 型)は曲げ降

伏先行型せん断破壊試験体である。表－1(2005

年)に試験体諸元及び実験結果を示す。 

3.1 ひび割れ性状 

1）ひび割れ幅－補強筋ひずみ関係 

 破壊面角度はS型56°，B型55°と差はない。

図－6 に平均残留率， 図－16 にΣW´－εave関

係， 図－8にΣW´/εave関係，図－9 に W´max /

ΣW´関係を示す。B 型は材端の補強筋位置

No.-6(図－1)の影響よりΣW´－εave 関係のばら

つきが大きい。図－17に B 型の破壊面における

No.+2，0，-2，-4，-6 位置(図－1)の補強筋平均 
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図－14 Q－εave 

実験値－計算値比較 

図－15 Q－ΣW´ 

実験値－計算値比較 
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図－17 εave－R 関係 図－18 ΣW´－R 関係 
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図－16 ひび割れ幅合計値－補強筋ひずみ関係 
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ひずみと部材角関係，図－18 に同位置でのひび

割れ幅合計値と部材角関係を示す。曲げ降伏前

はΣW´とεave の相関は良い。曲げ降伏後，変

形の増大に伴い，各補強筋ひずみはあまり増加

しないのに対し，ひび割れ幅合計値は No.-6 位置

で大きく増加している。 No.+2～-5 位置では曲

げ降伏後も，εave とΣW´に相関があることか

ら(図－16)，材端領域(材端より 50[mm]の範囲)

では塑性変形の影響によりひび割れ幅が進展し

たと考えられる。 

2）補強筋－補強筋中間位置ひび割れ幅関係 

 補強筋位置のひび割れ幅合計値ΣW´と補強

筋中間位置のΣmW´関係を図－19に示す。補強

筋の付着力の影響が小さいと思われる中間位置

でも差はなく，ΣW´は補強筋位置で評価できる。 

3）せん断ひび割れ幅－せん断ずれ関係 

 せん断ずれは，図－5 に示す補強筋位置の鉛直

方向のずれδ1 を測定し，角度補正より算出した。

破壊面における角度補正後の Ｗ´max－δ´max

関係(平均値)と(式 9)を図－20 に示す。S,B 型と

もＷ´maxが 0.5[mm]程度まで概ね(式 9)と良い対

応を示した。 

3.2 部材せん断力－ひび割れ幅合計値関係 

 図－21 に損傷評価法による Q－εave関係，図

－22にQ－ΣW´関係の計算値と実験値を示す。

B 型の曲げ降伏前の部材せん断力は概ね評価で

きる。曲げ降伏後，実験値 Q は一定であるのに

対し，計算値 VH (式 1)は補強筋ひずみの 1 次関

数のため実験値を上回る。ΣW´は，先の検討よ

り曲げ降伏後の材端領域のひび割れが一致しな

い。今後，塑性回転角などを損傷評価法に導入

し，曲げ降伏後の補強筋負担せん断力は一定に，

材端領域のひび割れ幅合計値は進展するような

発展が必要であろう。 
 
4. 結論 

(1) せん断破壊先行型試験体では，ひび割れ幅合

計値と補強筋ひずみの関係は相関が良く，補

強筋比の影響が小さいと予想されることから，

損傷を表す指標として適正である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 曲げ降伏後，材端より 50[mm]の範囲内でひ

び割れ幅が塑性変形の影響より進展する。 

(3) 提案した損傷評価法より，せん断破壊先行型

及び曲げ降伏前の部材せん断力とひび割れ幅

合計値の関係が予測できる。 
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図－21  Q－εave 

実験値－計算値比較 

図－22 Q－ΣW´ 

実験値－計算値比較 
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